　　（自治体単組用）
	

	2022年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書
１．基本賃金・諸手当等
⑴　基本賃金等の引き上げ
①　生活を維持・防衛できる現行の賃金水準を維持・改善すること。
②　自治体労働者の賃金を平均11,000円（3.01％）以上引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。
③　自治体（関係）労働者の最低賃金を月額165,900円（国公行（一）１級17号給）以上、日給8,300円（月額／20日）以上、時間給1,070円（月額／20日／７時間45分））以上とすること。
⑵　給料表・初任給等の改善
①　給料表を国公行（一）８級水準以上の構造とし、医療職（二）、（三）表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。
②　すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。
③　初任給基準については、国公８号上位相当額（高卒行（一）１級13号給（160,100円）、大卒１級33号給（195,500円））とし、必要な在職者調整を実施すること。
④　高校卒の試験区分に合格した者で、専門士の称号を有する者(年間授業数が680時間以上で２年以上の専門課程卒業者)は、短大２卒区分として初任給を決定すること。また、専門士以外の者についても、給実甲326の第14条調整により、修学年数調整(８号給)を人事院規則の運用規定に準じて適用すること。
⑤　中途採用者の賃金は、職務の内容や責任、職務経験等を考慮して定めることとし、他の職員との均衡の観点から、昇格・昇給の運用について改善すること。また、初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２（12月４号）計算とすることとし、職員を対象にした在職者調整を行うこと。
⑥　自治体独自の年齢別最低保障賃金制度を確立すること。その際、最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。
⑦　賃金の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。
⑶　格差解消、昇格・昇給基準等の改善
①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職（一）表水準で最低でも、次の年齢別ポイント級号俸以上とすること。
18歳　1－13（160,100円）、22歳　1－33（195,500円）、30歳　3-15（252,100円）、
35歳　3－39（292,500円）、40歳　4－42（343,000円）
②　級別の格付け基準など昇格・昇給基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職（一）表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年､４級在級２年）。また、医療職（二）、（三）表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。特に、自治体における「初任給・昇給・昇格に係る規則」を下回る運用を行っている団体は、速やかに規則に基づく運用改善をはかること。
③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。さらに、初任給格付けおよび昇給・昇格差別を廃止し、すべて、非現業と同一の取り扱いとすること。
④　４号給を超える昇給区分の原資（８号給５％、６号給20％相当分）を確保し、実施にあたっては、全職員を対象に公平・平等に取り扱うこと。
⑤　４号給を下回る昇給区分については、処分など客観的な事由に限ることとし、十分な交渉・協議により、国どおりの分限処分の厳格化を一方的に導入しないこと。
⑥　人事評価結果の昇給等への反映については､労働組合との十分な交渉・協議・合意を前提とし、安易な処遇への反映は行わないこと。
⑦　採用・配置・登用、昇任・昇格などの男女別の実態を明らかにし、男女間格差の是正措置を行うこと。
⑧　再任用者の給料表・一時金を引き上げること。また、賃金は、国公行(一)４級再任用賃金(274,600円)以上とすること。さらに、再任用者が担っている業務実態等にあわせ、上位級を適用するなど、賃金水準の引き上げを行うこと。
⑷　給与の独自削減、給与構造改革などの回復
①　財政危機を理由とした独自の基本賃金等の削減および一切の賃金合理化をしないこと。特に、新型コロナの影響に便乗した定数削減や賃金削減などの独自合理化は、絶対に行わないこと。
②　2006年給与構造改革および2015年給与制度の総合的見直しにともなう給与水準の引き下げ、昇給号給の抑制の段階的回復を行うこと。
③　2006年給与構造改革および2015年給与制度の総合的見直しにともなう現給保障については、昇給などによりすべての組合員において解消するまでの間、継続するとともに、運用改善等によって水準を確保すること。
④　2021年人事院勧告における期末手当のマイナス勧告は、不利益不遡及の原則に反することから遡及して実施しないこと。
⑤　50歳台後半職員の昇給抑制と昇格制度の見直しを実施しないこと。
⑸　諸手当等の改善
①　期末・勤勉手当については、地方公務員の生活を維持・改善できる水準とすること。また、期末・勤勉手当の割り振りについては、期末手当への一本化を基本とし、それまでの間、期末手当の割合に重点を置くこと。さらに、勤勉手当への成績率の一方的な導入(再任用含む)・拡大を行わないこと。勤勉手当の成績率の運用については、十分な労使交渉と合意によることとし、勤務成績の反映は行わないこと。
②　扶養手当については、職員の生活実態や支給状況、民間の支給実態を踏まえ、支給額、支給基準を改善すること。また、血族要件を廃止すること。
③　借家居住者の住居手当については、宿舎の設置状況や手当の支給実態等が国と地方では異なることから、継続協議の自治体にあっては、2019人事院勧告に基づく見直しは行わず、地域事情に応じた十分な交渉・協議、合意に基づく改善をはかること。また、自宅所有者については、定住促進等のため措置されてきた経過を踏まえ、手当の継続・復元を含めて改善すること。
④　新型コロナにかかる防疫等作業手当(特殊勤務手当)については、国の特例措置（3,000円、4,000円）と同等の処遇を確保すること。また、保健所職員や消防職員、新型コロナの業務に従事する職員(宿泊療養施設への派遣職員含む)についても特例措置の特殊勤務手当を措置すること。
⑤　その他の特殊勤務手当について、特に税務手当などは国家公務員との給料表との差異を埋めるために措置されていることから、国と同様の業務を行っている職員に対して、条例・規則を改正し、特殊勤務手当を支給すること。
⑥　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。また、交通用具使用者の手当を実態に見合った額に改善すること。さらに、下肢障害者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。
⑦　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。
⑧　時間外・休日勤務手当は、l00分の150（深夜100分の200）、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。最低でも、労基法改正にともなう水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。さらに、月45時間超60時間以下の時間外勤務時間にかかる割増率を100分の30以上とすること。
⑨　時間外勤務手当の基礎となる１時間あたりの賃金は、労基法と同法施行規則に基づき、住居手当や寒冷地手当等を加えた合計額とすること。特に、寒冷地手当の算入は、他県において、労基法違反として摘発されている実態があるため、法令遵守の観点から速やかに改善をはかること。
⑩　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。増額がはかられていない自治体は、人事院勧告を尊重し速やかに改善すること。
⑪　夜間看護等手当については、国家公務員は2018年４月から増額改定されていることから、未改定の自治体にあっては速やかに改善するとともに、2018年４月に遡及して差額支給すること。
⑫　管理職員特別勤務手当は、一部特定職員のみの優遇措置であり、制度化および運用しないこと。
⑬　寒冷地手当については、現行の支給地区分を維持し、増額すること。
⑭　広域な人事異動を余儀なくされている自治体にあっては、国家公務員に支給されている広域異動手当が支給されず、国との不均衡が生じていることから、地方自治法を改正し国同様に手当を支給するよう国に対して働きかけること。
⑮　生活関連諸手当の支給における世帯主要件や男女間での取り扱いが異なる規定がある場合は見直すこと。
⑯　再任用者に対する期末・勤勉手当は、常勤職員と同様の支給月数に改善すること。また、扶養手当、住居手当、寒冷地手当を支給すること。
⑹　退職手当の改善について
①　退職手当の増額をはかること。また､早期退職募集制度の導入については､これまでの勧奨退職制度を精査し､国の割増率を最低基準として導入すること。
②　定年前退職者については、個別勧奨退職制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善をはかること。
２．会計年度任用職員等の賃金・労働条件の改善
⑴　任用
①　現在、自治体で働く会計年度任用職員等の雇用を継続すること。
②　本来、常勤職員が行うべき業務については、常勤職員を配置することとし、その際、現に業務を担う会計年度任用職員の常勤職員への移行を行うこと。
③  会計年度任用職員は、フルタイムでの任用を基本とすること。少なくとも週35時間以上勤務の短時間の会計年度任用職員については、フルタイムの会計年度任用職員に切り替えること。
④　会計年度任用職員の新規の任用にあたっては、選考採用(面接・書類選考等)とするとともに、再度の任用回数に上限を設けないこと。
⑤　会計年度任用職員の職名については、基本的に現行の名称を使用するものとし、業務の実態にあわせた設定とすること。
⑥　新型コロナ感染拡大にともなう公共施設の休校・休業により、会計年度任用職員等が勤務を要しない日として無給の状態とならないよう、総務省および文科省通知に基づき、柔軟な対応によって引き続き業務に従事させること。
⑵　賃金(または報酬の基本額)
①　会計年度任用職員の賃金については、職務内容に応じ均衡・権衡をはかることとし、類似する職務の常勤職員に適用される給料表を使用すること。なお、今後、マイナス勧告等が出された場合においても、会計年度任用職員の賃金(報酬)は、積極的に格差を是正する観点から、現行水準の維持・改善をはかること。
②　会計年度任用職員の賃金の決定にあたっては、常勤職員との均等・均衡をはかるため同じ基準によることとし、学歴・免許および職務経験等に基づく調整(前歴換算)を行うこと。その他の給料表が適用の場合は、それぞれの初任給基準を参考として決定すること。また、賃金(報酬)の格付けにあたって、上限が設けられている場合は撤廃すること。
③　会計年度任用職員の職務の級については、等級別基準職務表や在級期間表に基づき位置づけること。特に選考採用者の行政職俸給表(一)における１級在級期間は９年とされていることも踏まえ、現行の職務経験も加えて決定すること。
④　短時間の会計年度任用職員の報酬は、常勤職員やフルタイムの会計年度任用職員との均衡の観点から、基礎額(フルタイム職員の場合の賃金額に相当)に手当相当額を加え、勤務の量(時間数)に応じて支給すること。
⑤　会計年度任用職員の賃金決定の基準が常勤職員と異なる場合は、合理的理由の説明を行うこと。理由なく差が設けられている場合は、速やかに見直すこと。
⑥　2022年10月より要件を満たす短時間の会計年度任用職員も地方公務員共済の短期給付・福祉事業の対象となることを踏まえ、時給制、日給制の職員については、掛金算定等の事務を簡素化し安定的に事業が進められるよう月給制とすること。
⑦　任期付職員および臨時的任用職員の賃金および諸手当の支給、昇給・昇格等については、任期の定めのない常勤職員に適用する基準に基づき行うこと。
⑶　一時金
①　期末手当は、最低でも、常勤職員の支給月数（現行2.55月）以上を支給すること。
②　期末手当の支給月数が常勤職員と異なる場合は、合理的理由の説明を行うこと。また、理由なく差が設けられている場合は、地方公務員法・地方自治法の改正の趣旨と異なるため、そもそもの期末手当の改善をはかること。
③　常勤職員の期末手当・勤勉手当の割り振りの見直しにより、期末手当の引き下げが生ずる場合には、会計年度任用職員には勤勉手当が支給されていないことに鑑み、期末手当の支給月数を維持すること。
④　再度の任用の場合は、在職期間が継続しているものとして期末手当を支給すること。
⑷　諸手当
①　手当については、常勤職員に支給される手当を支給すること。
②　短時間の会計年度任用職員の報酬については、手当も含めた時間比例とすること。
③　手当支給が常勤職員と異なる場合は、合理的理由の説明を行うこと。理由なく差が設けられている場合は、速やかに見直すこと。
④　要件を満たす会計年度任用職員に対して、退職手当を支給すること。
⑸　休暇制度
①　常勤職員との均等待遇に基づき、次の休暇等を制度化すること。
ⅰ）年次有給休暇（年次繰り越しを含む）
ⅱ）産前・産後休暇
ⅲ）病気休暇
ⅳ）忌引き休暇
ⅴ）短期介護休暇
ⅵ）子の看護休暇
ⅶ）育児・介護休業（休暇）
ⅷ）生理休暇
ⅸ）夏季休暇
ⅹ）結婚休暇
ⅺ）特別休暇
②　休暇制度が常勤職員と異なる場合は、合理的理由の説明を行うこと。理由なく差が設けられている場合は、速やかに見直すこと。また、以下の休暇については、速やかに措置すること。
ⅰ）2022年１月から国の非常勤職員で有給として新設(措置)された、不妊治療休暇、配偶者出産休暇、育児参加のための休暇、産前・産後休暇、また、2022年４月から措置される、育児休業取得要件の緩和については、常勤職員と同様に措置(日数・期間など)すること。

ⅱ）病気休暇や子の看護休暇が無給とされている自治体は、常勤職員と同等の制度とすること。また、病気休暇については、最低でも年10日間の有給化を速やかに措置すること。

ⅲ）ワクチン接種に対しては、常勤職員同様、総務省通知に基づき、職務専念義務免除とし、副反応により業務することができない場合も同様に職専免とすること。
⑹　社会保険の適用等
①　要件を満たす会計年度任用職員について、共済、社会保険および労働保険の加入を確実に行うこと。特に地方公務員等共済組合法の改正により、2022年10月から自治体で勤務する短時間労働者(週20時間以上勤務等)に公務員共済の短期給付が適用されることから、確実に行うこと。

②　すべての会計年度任用職員に健康診断を受けさせること。
③　日常的な安全衛生活動の対象とすること。
④　業務上必要となる研修を実施すること。
⑤　常勤職員との均衡の観点から福利厚生を適用させること。
３．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
⑴　地域医療体制の確立
＜地域医療関係＞
①　地域の医療機関を確保し、医療過疎をつくらないこと。

②　地域医療・在宅医療の充実と長期化するコロナ禍に対応するため、医療従事者の人材確保に努め、時間外労働の縮減、平均ではなく個々の月夜勤回数の減少に努めること。また、離職理由についても調査し対処すること。

③　地域事情等が考慮されていない厚生労働省が公表した「公立、公的病院の再編統合の再検証」病院名の公表について、それに基づいた病院再編・統合は行わないこと。

④　看護職員の夜勤配置については、緊急時や容体急変患者の対応、職員の負担を軽減することを考慮し、業務量にあった人員を配置とすること。緊急に看護師１人が対処している状況でも２人でその他の患者の対処ができるよう３人以上の配置を検討すること。

⑤　医事業務が経営の中枢を担っていることから、専門的な業務と位置づけ、病院の運営強化となるよう人材育成・人員配置に努めること。

⑥　委託業者の変更および、委託業務内容の変更が生じる場合は、事前協議を行うこと。

⑦　医療法改正に伴う医療技術職のタスクシフト・シェアについて、研修に係る費用は医療機関負担とし、所定労働時間外に行われる研修は勤務扱いとすること。また、タスクシフト・シェアを実施していくにあたっては、特定の職種に負担が集中することがないよう、業務量や負担に応じて必要な人員確保すること。

⑧　地域医療を守る観点からも、公立病院に対する繰入れについて、基準額分については全額繰り出しすること。特にコロナ禍にあっては経営状況が不安定になることから、必要に応じてさらなる繰り出しを行うこと。

⑨　保健所職員の人員について、最低でも地方交付税算定における衛生費（保健所費、感染対策費、衛生研究費）の積算根拠をもとに算定された職員数を確保するとともに、2021年度の地方財政計画で示された増員分を確保すること。また、保健所運営においては、感染症対応だけでなく、地域における健診・検診や健康教育、その支援的な業務を含めて本来的に人員が足りていないため、保健所機能強化にむけ人員確保を行うこと。

　（⑨については保健所を自治体で有している単組のみ該当）
＜新型コロナ関係＞
①　新型コロナ対応している医療従事者に対し、従事している職員とその家族の安全のため、定期的にＰＣＲ検査を実施すること。

②　従事する職員、関連する業務に従事する職員の特別勤務手当（防疫作業手当）について、なだ支給対象としていな自治体については、2020年３月18日の総務省からの通知のとおり、適切に対処すること。

③　安心して働くため、院内保育園など子供を預けられる体制を構築すること。

④　ワクチン接種による副反応により勤務することが困難な場合には、職免等の措置を講ずること。

⑤大規模災害や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う看護師などの医療従事者派遣について、派遣される職員の労働条件、安全保障を確認し、所属する病院がすべての責任を持って対応すること。
⑵　福祉提供体制の確立
＜福祉関係＞
①　保育と教育の質を確保するため、少なくとも国が示している最低基準を上回る人員配置等を行い、必要な人員を確保すること。特に予算が確保されている３歳児の職員配置を20：１から15：１に改善すること（公立施設については交付税措置済）。また、民間施設の３歳児配置基準改善については、公定価格で加算対象となることから、未実施の施設に対して配置基準を改善するよう指導すること。
②　公立保育所・幼稚園・認定こども園の保育士等の処遇改善原資については、地方交付税で措置されていることから、会計年度任用職員の保育士等の処遇改善と人材確保をはかること。
③　幼児教育・保育無償化の実施にともなう待機児童の増加や保育士の労働環境の悪化、保育士不足等の課題を把握すること。また、保育の質の充実のため、保育士等の事務負担が軽減されるよう、作成書類の簡素化やICTを導入するなど対応すること。
④　放課後児童クラブ（学童保育）の受け皿を整備するため、放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業の活用など処遇改善をつうじて人材確保を行うこと。
⑤　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算を確実に取得し、介護労働者の賃金を改善して、人材確保をはかること。
⑥　福祉事務所の生活保護現業員および査察指導員については、「標準」を上回る職員を配置すること。また、職員の配置にあたっては、必ず社会福祉主事を配置するとともに、無資格者については必ず資格取得に努めるようにすること。
⑦　生活困窮者自立支援事業における任意事業を実施すること。特に、子どもの学習支援・生活支援事業については、貧困の連鎖や児童虐待を予防するために有効であるため、他の事業に優先して実施すること。
⑧　市町村児童相談窓口への専門職配置など人員体制強化を行うこと。また、児童虐待防止の役割が大きくなっている市町村の保健師について、正規職員も交付対象とされる子ども・子育て支援交付金における利用者支援事業の母子保健型等を有効活用しながら、増員をはかること。また、児童虐待防止対策体制総合強化プランですべての市区町村で設置することとされた子ども家庭総合支援拠点を設置し、相談体制を強化すること。
⑨　社会福祉施設における医療行為の提供にあたっては、必要とする専門職・人員および連携体制を確保すること。
＜社会福祉協議会職員および介護労働者等の処遇改善＞
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。
②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。
③　介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算により、介護労働者の処遇改善をはかるとともに、人材確保をはかること。

＜新型コロナ関係＞
①　医療・福祉・交通などの地域公共サービスを維持・継続するために新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用するなど自治体としての財源確保を行うこと。またその際は、現場のニーズを充分に把握するなど、適切に新型コロナウイルス感染症への対策に活用すること。
②　コロナ禍における自然災害などの緊急事態を考慮した人員配置の見直しや、職員増などによる体制の強化を早急に行うこと。
③　医療・福祉従事者などへの新型コロナウイルス感染症に関する差別・偏見について、住民に適切な理解を求めるため、啓発活動などを行うこと。
④　消毒などの感染症対策や健康管理など、業務負担が増えていることから、労働実態に見合う処遇や労働環境の改善をはかること。
⑶　委託先民間労働者等
①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金および労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。
②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。
③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム労働法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。
④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。
⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。
４．人事評価制度等について
⑴　人事評価制度の運用・導入にあたっては、十分な労使交渉・合意を前提とすること。導入後においては「評価・調整・確認」など､労働組合が関与し､労使交渉を踏まえた定期的な検証・見直しを行うなど､十分な運用状況のチェック体制を確立すること。
⑵　４原則２要件（公平・公正性、透明性、客観性、納得性と、労働組合の参画、苦情解決制度の確立）を確保し、拙速な賃金への反映は行わないこと。
⑶　職員間に差をつけることが目的でないことを明確にすること。
⑷　評価結果の拙速な給与・処遇への反映を行わず、十分な労使交渉と合意によるものとすること。また、上位昇給の活用にあたっては、旧特別昇給の取り扱いを基本に賃金水準の改善の観点から検討し見直すこと。
⑸　労働組合が関与した苦情解決制度を整備すること。
⑹　国家公務員は、2020年10月施行でＣ評価者も原則、分限処分(降任・降給)の対象とするなど、勤務成績の不良な職員に対する対応を改正したが、総務省は事務連絡により参考送付にとどめていることから、国どおりの分限処分は導入しないこと。
⑺　人事院規則が改正され、2020年12月期から、人事評価結果の下位評価者の勤勉手当の成績率が引き下げられたが、国と地方の人事評価制度の運用実態が異なることから、機械的に国どおりの見直しは行わないこと。
⑻　級別・役職段階ごとの職員数の公表については、労働組合との十分な協議に基づき､法律で定める「職制上の段階ごと」に公表し、職名ごとの公表は行わないこと。
⑼　現業職員・公営企業職員については、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員数の公表」は義務づけられていないことから、条例化・公表を行わないこと。また、労働協約締結権の尊重を確認すること。
５．労働時間・休暇等の改善
⑴　年間総労働時間1,800時間の実現
①　「改正労働安全衛生法（第66条の８の３）」を踏まえ、厚生労働省のガイドラインに基づき、正確な実態を把握できる勤務時間管理体制を構築するとともに、時間外勤務縮減にむけ、安全・衛生委員会の活用も含め、労使で勤務時間・働き方などを協議できる場を設置し、実効ある施策を行うこと。
②　労働時間の短縮にむけた年間行動計画を策定すること。
③　休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。また、変則・交替制勤務職場においても同様に労働時間を短縮すること。
⑵　時間外労働の上限規制および36協定締結の推進
①　時間外労働の上限を定める条例・規則については、労働基準法および人事院規則が定める原則（１月45時間、１年360時間）を上限として、適正に運用すること。
ⅰ）自治体で改正した時間外労働の上限規制の条例・規則等を遵守すること。
ⅱ）部署ごとの時間外労働・年休の取得状況を明らかにし、必要に応じて業務量や任務分担、人員配置の見直しを行うこと。
ⅲ）「他律的業務の比重が高い部署」を定める場合は、部署の範囲を明確にしたうえで、部署の範囲と上限時間を必要最小限とすること。部署等の指定を行った場合は、時間外労働の実態について点検を行い、労使協議により必要な見直しを行うこと。
ⅳ）上限時間を超えて時間外労働を命じられる「特例業務」については、その業務（大規模災害対応、新型コロナ対応など）や職員の範囲について労使協議・合意に基づくものとすること。また、「特例業務」が行われた場合は、労使で当該業務にかかる要因の整理、分析・検証を行うこと。
ⅴ）長時間労働を行った職員に対する医師による面接指導など健康確保措置を強化すること。特に１月平均80時間超の時間外労働を行った職員については、申し出の有無にかかわらず、医師による面接指導を実施すること。
②　すべての職場において、36協定の締結、改定を行うこととし、36協定の上限時間は、１年間150時間、３ヵ月50時間、４週間24時間、１日２時間とすること。なお、労働基準法別表第１に該当しない非現業の官公署においては、36協定またはそれに準ずる文書（書面協定）を締結すること。また、兼業・副業を行う場合の労働時間について、時間外労働を行う場合の36協定の締結、上限時間の算定における労働時間の通算を適切に運用すること。
③　労働基準法第33条第３項の「公務のために臨時の必要がある場合」について、厳格な運用をはかること。
④　改訂「過労死等防止対策大綱」において、官公署（別表第１の第11、12号含む）の職場に過重労働の疑いがある場合、人事委員会を置かない団体は、地方公共団体の長が監督指導の徹底に努めると明記されていることから、その役割・機能を果たすこと。
⑤　労働者の休息時間を確保する勤務間インターバルを導入すること。あわせて、災害時等の緊急時における連続勤務時間について制限を設けること。
⑥　看護職員の夜勤の上限を月64時間または８回以内とすること。
⑦　交代制等勤務職員の休息時間（おおむね４時間ごとに15分）を勤務時間内に設けること。また、深夜勤務時間（22時～５時）を含む８時間以上の勤務では、少なくとも１時間の休息時間を設けること。
⑧　時間外勤務の実態を踏まえ、必要な時間外勤務手当財源を確保し、全額支給を徹底すること。
⑨　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。
⑩　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日勤務を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。
⑶　フレックスタイム制の導入
①　自治体の実態を踏まえ、時間外勤務の縮減や職員側の都合を契機とする職員の発意で申告が行われ、申告どおりの勤務時間割振りによるフレックスタイム制となる確証が得られるまで導入しないこと。また、導入する場合は、その可否も含めて十分な交渉・協議を行うこと。
②　特に時間外勤務手当の圧縮を目的とした制度導入は行わないこと。
⑷　休暇・休業制度の拡充
①　人事院通知（2018年12月７日）を最低基準として、５日間以上の年次有給休暇の取得について適切に対応すること。また、年次有給休暇の取得拡大にむけた実効ある施策を講じること。
②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。また、シフト問題（年休の強制組み込み）に対して、適正な運用とすること。
③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。
④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇および骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。
⑤　治療と仕事の両立支援にむけ、休暇制度や勤務制度を導入すること。特に2022年１月１日に国の不妊治療休暇が新設(１年につき５日、最大10日、時間単位可)されたことを踏まえ、国に遅れることなく速やかに規則改正を行い不妊治療と仕事の両立を支援すること。また、特別休暇の名称については、「出生サポート休暇（国）」「家族支援休暇」「健康管理休暇」など、取得しやすい名称を整備すること。さらに、取得手続き(申請)は、「不妊治療カード」の提示などによる取得を可能とするなど、できるだけ簡素化し取得しやすい環境をつくること。
⑥　高齢者部分休業制度の条例化と運用にあたっては、十分な交渉・協議に基づくこととし、職員が取得しやすい環境整備をはかること。
⑸　両立支援のための休暇等の新設・充実、政策の実現
①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。また、期間については、合計６ヵ月以上とすること。
②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象）で制度化すること。
③　民間の育児･介護休業法の改正（2017年１月１日施行および2022年１月１日施行、４月１日施行予定）、国家公務員の制度改正（2017年１月１日施行）、国家公務員の育児休業等の法律改正の意見の申出（2021年８月10日）を踏まえ、以下のとおり改善すること｡
ⅰ）育児休業の取得回数制限の緩和として、職員が同一の子について育児休業をすることができる回数について、人事院規則で定める特別の事情がある場合を除き、常勤・非常勤等を問わず原則２回まで取得することができるとされたことから、国に遅れることなく同様に改善すること。また、期末手当・勤勉手当の在職期間等の算定にあたっては、子の出生後８週間以内の育児休業の期間と、それ以外の育児休業の期間は合算しないとされたことから、自治体においても同様の算定とすること。
ⅱ）男性職員の育児休業の取得回数制限の緩和については、配偶者同様に原則２回までの取得に加えて、子の出生後８週間以内に再度２回を限度に育児休業を取得することができるとされたことから、国と同様に改善すること。
ⅲ）非常勤職員の取得要件について、育児休業および育児時間は在職期間要件を廃止する、また、子の看護休暇は在職期間要件を緩和するとされたことから、国に遅れることなく同様に改善すること。
ⅳ）男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。また、男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。
ⅴ）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇の新設・配偶者出産休暇制度を拡充すること。
ⅵ）保育所や幼稚園などの行事参加も含めた、就学前までの子どもの育児にも使える育児目的休暇を新設すること。
ⅶ）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。
ⅷ）子の看護休暇の期間・取得について、対象年齢の拡大や時間単位の取得など、制度の拡充をはかること。また、子にかかわらず、看護休暇の対象者の拡大をはかること。さらに、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。
ⅸ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限および免除についても、同様とすること。
ⅹ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。
④　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。
⑤　育児のための短時間勤務制度について
ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。
ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること。
ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。
⑥　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。
⑦　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。
⑧　保育（育児）時間は最低120分とするとともに､男女とも取得できる制度とし、拡充すること。
⑨　育児休業および介護休暇に関わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については、人事院規則改正を踏まえ、早急に改善すること。
⑩　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。
⑪　配偶者同行休業制度について制度化し、国内異動にも適用すること。
６．女性労働者の労働条件等の改善
⑴　『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職強要はなくすこと。
⑵　労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。
③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。
⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。
⑥　労基法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。
⑦　生理休暇制度を拡充すること。また、生理休暇を取得しやすい環境の整備や職場風土の醸成を行うこと。
⑧　更年期症状の緩和や更年期前後における健康検査および保健指導等を受けるための更年期障害休暇を制度化すること。
⑶　「女性職員の採用・登用拡大計画」の策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。
⑷　女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」を、男女平等とワーク・ライフ・バランスの視点でしっかりと検証し、より実効性のある計画となるよう改善するとともに、計画の進行管理を行うこと。
７．労働基本権の確立
⑴　2018年６月、結社の自由委員会が、日本の公務員が長年にわたり労働基本権が著しく制限されていることについて、日本政府に対し11度目の勧告を行った経過を踏まえ、労働基本権の確立をはじめとする以下の事項の実現にむけて、政府や国会へ働きかけること。
①　争議権を法律で保障すること。
②　「職員団体のための職員の行為の制限」（役員の専従制限条項）を撤廃すること。
③　消防職員などすべての官公労働者に団結権や協約締結権を保障すること。
⑵　組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。
⑶　管理職員の範囲はＩＬＯ87号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。
８．定年引き上げと再任用制度
⑴　制度導入について
①　国に遅れることなく制度が導入できるよう、（今後のスケジュールを明らかにするとともに）速やかに条例改正を行うこと。
②　役職定年の対象は、管理監督権限のある職員に限ることとし、本来、時間外勤務手当を支給すべきところ管理職手当を支給している場合などについては、これを機に是正すること。管理職から降任・転任した職員の職務、配置については、自治体の実情も踏まえながら検討すること。また、役職定年の例外となる特例任用については、組織の硬直化を招かないよう運用基準を予め明確に定めること。
③　65歳定年退職者が生じる2032年度までの約10年間の、職員の人員構成(毎年度の定年退職者数および新規採用者数、常勤・再任用などの任用形態ごとの職員数、職員の在級分布などの推移)について、具体的なシミュレーションを行い、データを開示すること。
④　60歳以降の職員の多様な働き方を可能とするため、定年前再任用短時間勤務制度について制度化し、職員の希望に基づき雇用を確保すること。特に民間の高年齢者雇用安定法などとの権衡の観点から、分限免職等以外は任用すること。ただし、同制度は一旦退職した後の任用であることに鑑み、職員の意に反し、定年前再任用短時間勤務職員に任用するような運用は行わないこと。
⑤　地方公務員の生涯設計と高齢職員の実情に応じた多様な働き方を確保するため、現行の地方公務員法で規定されている高齢者部分休業制度を条例化すること。すでに条例化されている自治体においては、制度の活用拡大にむけた周知を行い、使いやすい制度とすること。
⑥　職員が60歳に達する前年度に60歳以降の任用、給与、退職手当等について情報提供および意思確認を行うとともに、当該職員の意向について最大限尊重すること。
⑵　給与について
①　60歳を超える職員の賃金について、60歳前の７割水準以上とすること。また、役職定年により降格・降任する場合にあっても、60歳前の７割水準を確保すること。
②　職員のモチベーション低下を防ぐため、55歳以降の昇給を確保するとともに、定年引き上げ開始後も、職員全体の昇任・昇格スピードについて、最低限維持すること。特に役職定年制の導入にともない、組合員の到達級の引き下げを行わないこと。
③　扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、特殊勤務手当、宿日直手当については、60歳前と同水準とすること。
④　退職手当について、新国家公務員退職手当法を踏まえ、60歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した職員を定年退職として取り扱うこと。また同法第５条の２に規定されている、いわゆる「ピーク時特例」を適用すること。
⑤　定年前再任用短時間職員、暫定再任用職員(フルタイム、短時間)の職務・級の格付けなどについては、知識、技術、経験等を積極的に活用する観点から、従前の取り扱いを抜本的に見直すこととし、給与も60歳超の常勤職員との権衡をはかること。具体的には、再任用職員についても60歳超の職員と同様に、退職時の職務・級格付けを継続することとし、職務の軽減を希望する職員のみ当該職務に対応した格付けとすること。
⑶　職場環境の整備について
①　高齢になっても働き続けられる職場環境の整備にむけ、職種・職場実態に応じて60歳超職員の知識、技術、経験等を活かす職務内容・職名・配置等について検討すること。組織の新陳代謝を確保するため、60歳以降の職務については、スタッフ職として配置すること。特に、加齢にともなう体力の低下などにより、従前と同じように業務を遂行することが難しい職種については、年金受給開始までの雇用継続を大前提として、どのような職務、働き方、配置であれば65歳まで働き続けられるのか、職場実態に応じた検討と工夫をすること。
②　労働安全衛生法第62条を踏まえ、中高年層の身体の条件に応じた安全衛生上の配慮を行うこと。
③　定年の段階的引き上げにともなって、係長・課長補佐クラスの職位が増えることが想定されることから、中堅層職員の昇格を確保するため、ポストの確保や定数管理の弾力化など柔軟な対応をはかること。
④　組織の活力を維持するため、引き続き新規採用者を計画的に募集すること。
９．組織・機構・定数等
⑴　欠員補充・定数拡大・直営堅持
①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画を策定すること。また、組織、機構の見直しについては、組合との交渉・協議・合意に基づく実施を前提とすること。
②　子育て・介護・医療などの社会保障分野、ライフラインや地域交通対策、大規模災害等からの復旧・復興など、増大する地方自治体の役割に見合う人員体制を確保し、的確に予算に反映すること。特に、消防職員、保育士、ホームヘルパー等介護職員、看護職員等の確保と大幅増員をはかること。
③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。
④　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。
⑤　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。特に公権力の行使を含む窓口関連業務は直接住民と接し、ニーズや状況を的確に把握するための重要部署であることから、安易な民間委託や地方独立行政法人化など外部化させないこと。仮に、導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。
⑥　公共施設等の管理については、直営堅持を基本とすること。やむを得ず指定管理者制度を検討する場合は、十分な労使協議と合意に基づくこと。また、現行の管理委託制度からの切り替えについても、拙速な切り替えを行わず労使協議を行い、最低限、現在の委託先への切り替えを行うこと。
⑵　分限・派遣等
①　地方公務員法第28条に基づく自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。
②　地方公共団体の長や職員等の地方公共団体に対する損害賠償責任について、職員の賠償の上限として総務省が政令で定める額を条例化すること。
③　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を前提とするとともに、賃金労働条件が本人の不利益とならないよう対応を行うこと。また、制度に関する条例化と運用については、労使協議と合意に基づくこと。
10．現業・公企・公共交通職場の労働条件等
⑴　直営の維持と職員の採用について
①　自治体責任による質の高い公共サービスを実施するため、現業・公企・公共交通職場をはじめとした直営で行っている住民サービスについては、地域住民にとって安全・安心に遂行するために引き続き直営で行うこと。
②　技術継承や職場の年齢構成などを考慮し、計画的な現業・公企・公共交通職員の新規採用を行うこと。また、新規採用ができない場合はその理由を明らかにすること。
⑵　委託されている業務の行政責任による管理について
①　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、業務委託後のサービス水準などの検証を行うとともに、労使によるチェック体制を確立すること。
②　委託契約における適正な賃金確保のために総合評価方式・最低制限価格制度などの入札改革を行うとともに公契約条例を制定することをはじめ、委託先労働者の入札・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保を義務付けるなどの労働者保護対策を実施すること。
③　委託契約内容が法律に違反（偽装請負・派遣法違反）している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（安全配慮義務違反や、清掃パッカー車における作業員のステップ乗車などの道路交通法違反など）
⑶　賃金・労働条件の改善について
①　地方公営企業労働関係法第７条において、技能労務職員の賃金は労使交渉で決定することとされていること、さらには、地方公営企業法第38条第２項において、技能労務職員の賃金はその職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等、職務の内容と責任に応ずるものであることとされていることを踏まえ、現業と非現業（一般職）との職種の困難度に違いは無いことから、行政職(一)表による運用とすること。
②　中途採用者については、学卒直採用の職員と同様になるよう、前歴加算の方法を改善すること。また同時に在職者調整を行うこと。
⑷　高齢職員の待遇改善と働き続けられる職場の確立について
①　現業・公企・公共交通労働者の再任用制度はフルタイム勤務を基本として適正に運用し、賃金・労働条件を改善すること。
②　現業・公企・公共交通職場は加齢にともなう身体機能の低下が業務遂行に支障を来す恐れがある職種が多く存在するため、労働安全衛生法第62条を踏まえ、これまでの知識・経験を生かしつつ高齢の職員が働き続けられる職場環境を整備すること。
③　現業職員の定年引き上げ後の賃金については、現行の再任用職員の賃金を下回らないようにすること。
⑸　会計年度の賃金・労働条件の改善について
①　恒常的業務には会計年度任用職員などの非正規職員を配置せず、正規職員を配置すること。直ちに正規職員化に至らない場合は、身分の保障（雇用の安定）、および改正地方公務員法ならびに改正地方自治法の主旨を踏まえ、「同一労働・同一賃金」の観点から正規職員に準じた賃金・労働条件を適用すること。
②　パートタイムの会計年度任用職員についても同様に正規職員に準じた賃金・労働条件を適用すること。
③　フルタイムに近い勤務時間の会計年度任用職員については、会計年度任用職員制度の主旨を踏まえ、フルタイム任用とすること。
⑹　資格取得に係る公費負担について
　職務上必要な資格の取得費用については、公費負担とすること。
⑺　現業・公企・公共交通職場の労働安全衛生について
①　「労働安全衛生法」において設置が定められている「安全衛生委員会」を事業所単位に設定し、規則23条に基づき毎月１回以上の「安全衛生委員会」の開催を行うこと。
②　労働災害、職業病の発生を防止する対策を確立し、自治体職場から「労働安全衛生法」違反状態を一掃すること。とりわけ、各種労働安全衛生管理要綱の最低基準を遵守し、職場の安全を確保すること。
③　職場での安全確保のため、労使による定期的な職場点検（巡視）を行うこと。
④　50人未満の職場でも「労働安全衛生法」の趣旨に沿い、安全衛生推進委員を選任し、対策をとること。
⑻　事前協議についてについて
　現業職場の民間委託や経営形態の変更、ならびに公営企業職場における「広域化」「官民連携」などの計画については、職員の賃金・労働条件の変更をともなう重要事項であることを踏まえ、計画立案段階からの事前協議・交渉を行うよう協約を締結すること。
⑼　労働組合法第６条に基づき、労使合意された事項については協約を締結すること。
11．労働安全衛生および快適な職場づくり
⑴　労働安全衛生法を遵守し、安全委員会および衛生委員会の会議を原則月１回以上定期的に開催し、快適職場環境の実現と健康診断の徹底をはかること。
⑵　ストレスチェックについては、結果の集団集計・分析を行ったうえで職場環境改善を講じ、高ストレス者の未然防止につなげること。また、50人未満の事業場を含め、すべての事業場において実施すること。
⑶　労働災害、公務災害の災害補償制度の上積みをはかること。特に死亡災害については、自賠責なみとすること。
⑷　職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。
⑸　新型コロナ禍を踏まえ、医療従事者、福祉、清掃、学校、保育、介護、交通、消防、保健所、窓口業務などの職員に対して、公費負担によるインフルエンザ予防ワクチンの接種を行うこと。
⑹　災害地支援のために被災地に派遣される職員に対して、事前・事後に公費負担によるＰＣＲ検査を行うこと。また、災害時の対応マニュアル等に職員のメンタルヘルス対策を盛り込むなど、適切な対応をはかること。
⑺　あらゆるハラスメントの防止にむけ、「ガイドライン」や「要綱」を策定し、規則・服務規律等を改正すること。また、管理監督者、労働者の双方に「研修・教育」を実施し、啓発活動を行うなど、総合的な対策を講じること。
　特に、パワーハラスメント防止にむけ、以下の措置を講ずること。
①　自治体首長より、パワーハラスメントをはじめとしたすべてのハラスメントを行ってはいけない旨のトップメッセージを発信すること。
②　パワーハラスメント防止のための基本指針等を作成し、労使交渉を踏まえて、条例・規則でパワーハラスメントの防止のための具体的施策を定めること。また、人事院規則10－16「パワーハラスメントの防止策」第４条において、所属長の責務として、パワハラ事案が生じた場合は、「必要な措置を迅速かつ適切に講じなければならない」とされていることから、人事院規則に則り、迅速かつ適切に対応すること。
③　セクシュアルハラスメントを含めたハラスメントに関する相談窓口を設置し、職員に対して相談窓口の周知を行うこと。
④　管理職および職員に対して、パワーハラスメントの内容およびその発生の原因や背景を含めた研修・講習等を実施すること。
⑤　カスタマーハラスメント（職場における迷惑行為、悪質クレーム）について対応ルールの確立や体制整備等を行うこと。
⑻　メンタルヘルス不調の早期発見や未然防止にとどまらず、各種相談窓口の充実や職場復帰支援プログラム、過重労働対策やハラスメント対策など、総合的なメンタルヘルス対策を講じること。
⑼　ＬＧＢＴなど性的マイノリティ者が必要とする配慮や環境整備を行うこと。
12．障害者雇用
⑴　自治体の障害者の法定雇用率が、2021年３月から2.6％となったことから、法令違反とならないよう厚生労働省のガイドラインに沿って行われているかについて、あらためて点検を行うとともに、計画的な採用を行うこと。
⑵　合理的配慮の提供をはじめ、障害者の働きやすい環境を整備すること。
13．新型コロナ禍における労働条件の確保
⑴　業務内容や勤務場所、勤務方法の変更にあたっては、事前に交渉、協議を行ったうえで、職員の希望を尊重(前提と)して導入をすること。特に在宅勤務等を行う場合、以下の点に留意すること。
　　①　使用者はＰＣの使用時間の客観的な把握により、労働時間を適切に管理すること。
　　②　時間外・休日・深夜労働は原則的に行わないこと。
　　③　所定労働時間を超える労働については、割増賃金を支給すること。
　　④　在宅勤務等で必要とされる備品については、使用者の負担として確保すること。
　　⑤　勤務状況が見えにくいことをもって、成果主義型の人事評価、不当な人事評価を行わないこと。
　　⑥　情報セキュリティ対策について、規程等の整備を行うこと。
⑵　新型コロナ禍での各種労働条件について、以下の措置を講ずること。
①　職員が新型コロナに感染をした場合は、職専免として取り扱うこと。また、感染が疑われる場合、勤務をしないことがやむを得ないと認められる場合等については、有給の特別休暇とすること。
②　職員のワクチン接種、およびそれにともなう発熱などの症状がみられる場合には、常勤・非常勤を問わず、必要な期間について職専免または特別休暇で対応すること。
③　ワクチン接種は、あくまで本人の意思に基づき接種するものであることから、職場で接種を強制したり、接種を受けていない人に差別的な取り扱いをしないこと。
④　妊娠中の女性職員については業務の軽減等の配慮を行うこと。
⑤　新型コロナ対策に従事した職員について、防疫等作業手当を支給すること。
⑥　政府の要請などによって、休校、施設の閉館等を余儀なくされる場合も業務内容の変更等により柔軟に対応し、職員の働く場を確保すること。やむを得ず休業させる場合であっても給与の全額を休業手当等として支給すること。
⑦　ワクチン接種業務に関連する長時間労働の状況を点検するとともに、その結果を踏まえ体制を見直し、人員確保など必要な対応をはかること。
⑧　職場における感染拡大を防止するため、換気の徹底、飛沫感染防止のための備品の購入等、実態に応じた職場環境の整備を行うこと。

	


　

	

	人事評価制度に関する４原則２要件を確保するための要求書
１．４原則【⑴公平・公正、⑵透明、⑶客観、⑷納得】

⑴　公平・公正の確立
①　現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものであること。
②　絶対評価・加点主義評価を採用すること。（※５）
③　取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
④　障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。
⑤　議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。
⑵　透明性の確保
①　評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
②　評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
③　評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。
⑶　客観性の確保
①　評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
②　多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
③　個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。（※６）
④　被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。（＊７）
⑷　納得性の確保
①　評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
②　評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
③　評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。
２．２要件【⑴労働組合の関与・参加、⑵～⑸苦情解決制度の構築】

⑴　労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
⑵　苦情解決機関は、次のとおりとすること。（※８）
①　非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
②　現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。
⑶　苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
⑷　苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
⑸　相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。

	


	

	地域公共サービス民間労働者の要求モデル
《2022春闘統一重点課題》
１．賃金の維持改善、定期昇給（相当分）の賃金引き上げ確保と賃金表確立、格差是正分の上積み

２．自治体準拠を理由とする一方的な賃金・手当等の見直しの阻止

３．自治体最低賃金(月額165,900円以上、日給8,300円以上、時間額1,070円以上、ただし、時給については、最低1,150円以上)の協約化

４．働き方改革関連法施行を踏まえた時間外勤務の縮減と総労働時間の短縮、労働基準法に基づく時間外労働割増率の引き上げ

５．働き方改革関連法、会計年度任用職員制度を踏まえた非正規労働者の雇用安定・労働条件改善・格差是正

６．解雇・雇い止め阻止、自治体責任による雇用継続・保障の確立

７．全単組で「事前協議・同意協定」の確立

８．労働安全衛生活動の推進

９．育児・介護休業法の趣旨を踏まえた両立支援策等の改善

10．高齢者雇用継続制度の協約化

11．公正労働基準に基づく自治体入札・契約制度と委託費の改善、公契約条例の制定

12．指定管理者制度の運用改善と指定管理者職場・委託職場における人件費等の適切な確保

【賃金・諸手当】

１．公共サービス職場のすべての労働者に適用される最低賃金（月額165,900円＜国公行(一)１級17号相当額＞、日額8,300円、時間給1,070円）を確立すること。ただし、時給については、最低1,150円以上に引き上げること。

２．賃金改善について、「賃金カーブ維持相当分4,500円＋賃金改善分6,000円」の10,500円以上の引き上げを実施すること。

３．月例給、一時金について、自治体の水準を最低とし、維持、改善すること。

４．賃金表を確立し、定期昇給を完全実施すること。

５．50歳台後半職員の昇給抑制、昇格見直しは実施しないこと。

６．退職手当（金）の改善をはかること。中小企業退職金共済等を活用すること。

（介護職員について）

７．介護職員処遇改善加算を確実に申請し、介護職員の処遇改善に反映させること。

（非正規・パートタイム労働者について）

８．非正規・パートタイム労働者の賃金については、正規労働者との労働時間に比例したものとし、最低時給は1,150円以上とすること。

９．非正規・パートタイム労働者の賃金改善のため、正規職員との均等・均衡措置の観点から、時給を37円以上引き上げること。

10．昇給ルールを導入・明確化すること。
【人員・休暇・労働時間】

11．人員を確保し、休暇交替要員を確保すること。

12．不払い残業を一掃し、恒常的な時間外労働を縮減するため、増員をはかるなど定数を見直すこと。

13．時間外労働の上限規制の導入にあわせて、36協定の上限時間を１日２時間、４週24時間、３ヵ月50時間、年間150時間をめざし、少なくとも改正労働基準法に定める限度時間(月45時間、年間360時間)の範囲内とすること。

14．労働基準法に対応した時間外労働月60時間超の割増率の引き上げを行うこと。中小事業主についても、2023年を待つことなく50％以上に引き上げること。

15．法定休日（日曜または日曜相当日）についても月60時間を超える時間外労働時間の算定の対象とすること。その際、月60時間を超える時間外労働の代替休暇制度については導入しないこと。なお、やむを得ず導入する場合には、本人の自由選択制を確保すること。

16．賃下げなしの完全週休２日制、週38時間45分以下、年間1800時間労働を達成すること。

17．年次有給休暇を初年度20日とし、夏季休暇、年末年始休暇、産前産後休暇、育児休業（休暇）、介護休暇、ボランティア休暇制度を確立すること。また、年休の取得を促進し(年間取得５日間未満者の解消)、勤務間インターバル制度の導入にむけ、労使協議を行うこと。

18．改正育児・介護休業法に基づき、両立支援策等に関する所要の措置を速やかに行うこと。また、非正規・パートタイム労働者に対しても育児休業・介護休業制度を適用すること。

【雇用安定・処遇改善】

19．雇用確保に努め、解雇、雇止めを行わないこと。

20．高齢者雇用継続(再雇用)制度を確立すること。また、定年を段階的に65歳に引き上げること。

21．自治体事業への入札にあたっては、公正労働基準に基づく積算を行い、ダンピング入札を行わないこと。自治体との契約書に記載された「労働条項」（労働基準法をはじめ労働諸法遵守、自治体最低賃金、雇用引き継ぎなど）を遵守すること。

22．指定管理者の応募にあたって、2010年12月28日総務省通知も踏まえ、①公的責任を果たせる人材の配置、②人件費の減額を招かない、③非正規職員への置き換えをしない、④労働諸法の履行、⑤長期的な視点での企画・立案ができることなどを前提に、事業計画などについて労使協議を行うこと。また、雇用保障協定を締結すること。

23．指定管理者の応募にあたって、非公募あるいは指定期間を10年以上とするように、法人として自治体に働きかけること。

24．指定管理者の選定基準に、労働法の遵守、社会保険加入、継続雇用の保障、常勤者比率などの公正労働基準を設けるとともに、障害者雇用、男女平等参画の状況、環境への取り組みなど社会的価値についても設けるよう、自治体へ働きかけること。

（非正規・パートタイム労働者について）

25．パートタイム・有期雇用労働法の施行および会計年度任用職員制度の導入を踏まえて、同一労働同一賃金ガイドラインなどに基づき、短時間・有期雇用労働者の労働条件を点検し、不合理な格差等について早急に改善すること。

26．非正規・パートタイム労働者の更新拒否による雇止めをしないこと、また有期から無期契約の転換をはかるなど、雇用保障にかかわる協定を締結すること。

27．短時間労働者の厚生年金・健康保険の適用拡大について、改正法に則った適切な対応を行うこと。

28．労働者派遣法2015年改正に加えて、働き方改革関連法の成立により、2020年４月から派遣労働者と派遣先労働者との均衡・均等待遇が義務化されることから、均等・均衡待遇を実現できる水準で派遣料金を設定すること。また、派遣労働者の雇用安定措置や期間の延長などに関わり労使協議を行うこと。

【権利・労安・男女平等】

29．憲法、労働組合法で保障されている団結権、団体交渉権、労働協約締結権、団体行動権などの労働基本権を侵害する不当労働行為を行わないこと。労働条件の決定・変更にあたっての「事前協議・同意協定」を締結すること。

30．組合事務所・掲示板を認めること。組合活動のための有給休暇制度を確立すること。

31．安全衛生委員会を設置し、定期的に委員会を開催すること。また、健康診断やストレスチェック実施など、労働者の健康・安全に十分に配慮した取り組みを行うこと。

32．労災上積み補償（死亡時3,000万円）を確立すること。

33．ハラスメントを防止するための基本方針を明らかにし、研修、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。また、セクハラ・マタハラと同様に、パワーハラスメント防止措置を企業に義務付ける「労働施策総合推進法改正」が2020年４月より施行されたことから、相談窓口を設置し、防止にむけた対策を講じること。

34．地域公共サービスの向上に資する職員研修および人権研修を有給で実施すること。

35．男女間の賃金格差を解消し、職場での男女平等参画を実現すること。

36．2025年まで延長された次世代育成支援対策法に基づき、一般事業主行動計画の策定、実施状況を点検し、見直しを行うこと。

37．ＬＧＢＴなど性的マイノリティ者が必要とする配慮や環境整備を行うこと。

【労働協約の締結】

38．以上の要求について、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。
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